
日本企業の国際化戦略の新展開
一一複 数本社制への道程 一

衣 笠 洋 輔

このタイ トルは筆者が昭和54年 に出版 した「日本企業の国際化戦略」(日 本

繍 新聞社)を 受けてy来 年咄 版 を予定 している書物のタ朴 ルである
。

対米企業進出の位置づけと分析視点

筆者 は これ まで28年 間 にわ た っ て 日本 企 業 の 国際 化 戦 略 につ いて考察 を続

けて きた。筆者 は前著 「日本企業 の国際化戦 略」にお いて
,「 対 米 企 業 進 出 の

条 件 を探 る」 とい うサ ブ ・タ朴 ルの もとに
,日 本 企 業 の 国 際 化 戦 略,ひ し、

て は・ 成 長 戦 略 の全 体 像 につ いての基本的特質 の把握 を行 うとともに
,そ の

成 長 戦 略 が どの 方 向 に 向 けて進展 して い くのかの展望 を行 って きた
。

日本企業 の国際化が商品輸 出 を基軸 として展 開 され
,開 発途 上 諸 国(Deve-

lopingCountries,以 下 ,DCと 略称)に お いて 海 外 生 産 が 細 々 と展 開 されて

い た段 階 に お い て,筆 者 は な ぜ 海 外 生 産 が 米 国 を始 め とす る先 進 諸 国

(AdvancedCountries,以 下,ACと 略称)で 行 われ な い の か に大 きな関 心

を持 ち・「対米企業進 出(生 産 面)の 意 味 お よび条 件 」に か かわ る論文 を多数

発表 してい る。

当時・通商 白書 で も・ 「開発途上 諸国(DevelopingCountries
,以 下,DC

と 略 称)に 対 し て は 現 地 生 産 を も っ て
,ま た,先 進 諸 国(Advanced
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Countries,以 下,ACと 略称)に 対 しては商品輸出をもって対応する」とい

う当時の日本企業の国際化の一般的特微 をとらえて,「 日本型国際化」と呼ん

でいるが,現 象面 に現れた特徴のみに着目して,日 本的ない し日本型 と呼ぶ

ような安易な風潮に対 して,筆 者が大 きな疑念 を持っていたことも,現 象面

にはまだ現れていない米国を始 めとするACで の現地生産 に対 して,何 故 そ

れが行われないのかについての筆者の知的好奇心を刺激することになった。

日本的 とか日本型 とか言 う場合,現 象面でそれな りの長期の持続性が必要

とされるはずであるが,も し,比 較的早い時期 にACで の生産が可能 になる

とすれば,か つて日本型国際化 と呼ばれた特徴は大 きく修正 されざるを得な

い。筆者の場合,顕 在化 した現象のみに眼 を奪われる場合,未 来 を見 る眼を

失 うことになると考 える習性 を持 っているため,当 時,な ぜACで の生産が

行われていないのか,ま た,今 後 も行い得ないのかは大いに気になるところ

であった。

ACで の現地生産,特 に,米 国での現地生産を考察する場合,日 本企業の米

国生産を 「必要 とす る要因」,「可能 とする要因」 を対置することが有効であ

る。 さらに,そ れを 「阻害する要因」,「促進する要因」に絡 めれば,そ れが

現象 として顕在化するか,否 かが判明す るはずである。

このようなフレームワークによって考察 を行 うことにより,現 象 として顕

在化 していない問題 に対 して も考察を及ぼす ことが可能 となる。 この点は複

数本社制の考察にもそのまま当てはまる。

当時,米 国政府の対 日輸入規制 はすでに問題 となってお り,そ れだけに日

本企業の米国生産 を 「必要 とする要因」は成立 していた と言 うことができる。

問題は 「可能 とする要因」が成立 しているか どうかである。DC政 府の対 日輸

入規制 に対 して現地生産 をもって対応 した 日本企業がなぜ米国に対 しては現

地生産 をもって対応できないのか,こ こに問題 を解 く鍵がある。この ことは

DCで の現地生産 については,「 必要 とする要因」に対 し 「可能 とす る要因」

が的確 に対応 しているのに対 し,米 国での現地生産については・「可能 とする
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要因」が対応 していないことによる。

米国での現地生産 を 「可能 とす る要因」 について解明す ることにより
,米

国での現地生産のための資格条件 を提示 し,そ れに基づいて,米 国を始めと

するACで の現地生産が活発化することを予見することは十分に可能 となる

ことに注 目されたい。

今,な ぜ複数本社制か

前述 したように・来年嵐 出版 を予定 している拙著でのサブ ・タイ トル
,

複数本社制への道程は,日 本企業の国際化を考察する上で
,前 著でのサブ.

タイ トル,対 米企業進出の条件 を探 るが当時持 っていたと同様の重要な意味

を持っ と同時にs現 象面で もようや く顕在化 したばか りでなお多 くの予見 を

要求する内容を含んでいる。

近年,日 本企業の国際化には実に目覚 しい ものがあ り
,先 駆的な日本企業

は複数本社制 を採 るまでにその国際化を大 きく進展 させている
。それ らの日

本企業 にとって・麟 本社制はある日突然1ご採用された というわけではな く
,

永年にわたる企業の国際化の積重ねの一つの帰結であ り
,企 業の国際化 にお

ける新 しいステージ として位置づけることができよう
。

しか し,複 数本社制は今 ようや く緒 についたばか りであ り
,こ れが定着 し,

フル作動する以前 に解決すべ き問題が山積 してお り
,長 期 にわたる試行錯誤

の繰 り返 しが必要 となる。その意味では,複 数本社制 を採用 しているとされ

る企業であって も,な お,き わめて未熟な段階 に留 まっていると言わざるを

得ない。

それにもかかわ らず,現 に複数本社制 を採用 している
,あ るいは,そ れを

試みている日本企業 はその国際化においてきわめて高度の発展段階にあると

言 うことができる。

そこで,日 本企業の複数本社制の考察にあたっては
,そ こに至 る道程 を日
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本企業の国際化の進展のプロセスに沿 って考察 してみたい。

日本企業の国際化 プロセスと複数本社制

第2次 世界大戦以降の日本企業の国際化のプロセスを回顧する場合,日 本

企業の国際化 は商品輸 出,言 い換えれば,販 売面の国際化か ら始 まって,生

産面,R&D面,財 務面,さ らには,人 事 ・労務面の国際化に引 き継が され

ている。さらに,財 務,R&Dな ど本社機能の国際化 は海外地域本社の設立・

運営,さ らには,複 数本社制の採用 を導いている。

これらは 「外に向けての国際化」 として位置づけることができるが,こ の

「外 に向けての国際化」の進展は,当 然のことなが ら,外 国企業 に向けての

国内市場の開放,国 内ビジネス・チャンスの開放な ど 「内に向けての国際化」

の進展 をも促す ものであった。

日本企業の 「内 ・外に向けての国際化」の進展は,交 通 ・通信手段の高度

の発達 と地球の狭小化,さ らには,ボ ーダレス化の進展 と相 まってs日 本企

業の国際化 を新 しいステージに押 し進めることになった。 これは超国籍化,

グローバル化 とも呼び得 るものである。

前述 したように,日 本企業の複数本社制への道程は長 く,そ こへのパスポ

ー トの入手には厳 しい資格条件が課 されてお り,そ の資格条件 は企業の国際

化の絶 え間ない積み重ねを通 して得 られるもの と言 うことがで きる。

そ こで,日 本企業がその国際化の進展に沿って,資 格条件 を整備 してい く

プロセスを考察す る。

販売面での国際化と複数本社制

日本企業 の場合,そ の 国 際 化 が 販売 面 の 国 際 化,す な わ ち,商 品輸 出活 動

か ら始 まった こ とは前述 した通 りであ る。
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当初 ・ 躰 企業の多 くはその商 品轍 を融 こ依拠 していたが
,そ の 後a

次 第 に・ 自 らの手 で輸 出 を担 当 する ことにな る
.多 数 の 日本 企 業 が 主 要 輸 出

先 国 にお いて,販 売 子 会 社 を設 営 し,そ れ を軸 として,ロ ー カル ・マ ー ケ テ

ィ ング ・シス テム を構築 して きた。

日本企 業 は世界 的規模 で配 置 されてい る この ローカル ・マーケ テ ィング.

シ ステ ム を リン クす る こ とに よ り
,イ ン ター ナ シ ョナ ル ・マ ー ケ テ ィング.

シ ス テ ム を確 立 す るに至 って い る
。

この こ とは多数の 日本企 業が すで に商品輸 出段 階で
,販 売 拠 点 の世 界 的配

置 とそ の ネ ッ トワー ク化 を達成 した ことを示 して いる
。

これ まで,日 本企 業 の 国 際 化 は商 品 輸 出 を軸 として展開 され て きたため
,

そ の国 際 化 は大 騒 ぎ され る割 に きわ めて偏 った もの に留 ま
って きた。 と言 う

の は1商 品輸 出 は販 売 面 で の 国際 化 を意味 してお り
,こ の段 階 で は,生 産 拠

点 ・R&D拠 点 は 日本 に集 中 して い て,そ の意 味 で は,生 産,R&D面 の 国

際 化,さ らに は,財 務 人 事 ・労務 面 で の 国 際 化 に はほ とん ど進 展 は見 られ

ない と言 う ことであ る。

この段 階で は,複 数 本 社 制 が話 題 に もな らな か
ったの は きわ めて当然 の こ

とと言 える。 と言 うの は,そ の た め の資 格 条 件 の整 備 は な お皆無 に等 しいか

らであ る。

しか し,日 本 企 業 の販 売 面 の 国際 化 を通 して確 立 され た ローカル ・マー ケ

テ ィング ・システム,さ らに,こ れ を リン ク した イ ン ター ナ シ ョナル.マ ー

ケ テ ィ ン グ ・シ ス テ ム は生 産 面 の国際化 とそれ に伴 う生産拠点 の世界 的配置

お よび その ネ ッ トワー ク化 に大 き く道 を開 くことになる
。

生産面の国際化と複数本社制

日本企業の生産面での国際化 は世界的規模での対 日輸入規制 を契機 として

大 きく進展することになった。前述 したように
,日 本企業の海外生産 はまず
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DCで 活 発 化 し,そ の後,ACで の それ に引 き継 が れ て い く。特 に,最 近 の 急

激 か つ大 幅 な円 高 とその恒常 化 は商 品輸 出 にブ レーキ をか ける とともに,海

外 生 産 活 動 の積 極 的 な展 開 を さらに加速 させ る役割 を演 じてお り,商 品輸 出

か ら海 外 生 産 へ の シ フ トを一気 に推 し進 めて いる。

それ に伴 って,生 産 拠 点 の世 界 的 基 準 に基 づ く見直 し と再配置 が行 われ,

そ の ネ ッ トワー ク化 が 急 速 に進 行 中で ある。

またDCで の現 地 生 産 の進 展 もそ れ な りに 日本企業 の企業戦 略,マ ネ ジ メ

ン ト ・シ ス テ ム に影 響 を与 えて きたが,近 年,急 速 に進 行 中 のACで の 現地

生 産 が そ れ らに与 え る影 響 はさ らに重大 な ものが あ る。ACで の 現 地 生 産 が

日本 企 業 に与 え る最 大 の影響 はR&D面 に集 中 的 に現 れ て くる。

こ こで注 意 してお きたいの は,DC,ACを 包 摂 しての 生産 拠 点 の世 界 的 配

置 とその ネ ッ トワー ク化が急速 に進展 してい るが,ロ ー カル ・プ ロダ ク シ ョ

ン.シ ス テ ム の構 築iとそ れ を リン ク して の イ ンター ナ シ ョナル ・プロダクシ

ョン ・システムの構築 はそれ に先行 しての ローカル ・マーケテ ィング ・シス

テム,さ らに は イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・マーケ ティング ・システムの存在無 し

にはあ り得 ない とい う ことで ある。

この ことはmカ ル ・マ ー ケ テ ィ ング ・シ ステ ム とローカル ・プ ロダ クシ

ョン ・システム との フル作動 に要 す る時 間 には大 きなギャ ップが あ り,前 者

の方 が は るか に多 くの 時 間 を要す るが,日 本 企 業 の場 合,商 品 輸 出段 階 で ロ

ー カル ・マ ー ケ テ ィング ・システム を確立済 みで あったた め,mカ ル ・プ

ロ ダ ク シ ョン ・シス テ ム の構築 は比較 的 にスムー ズに行われ得た と言 うこと

がで きる。

さらに,イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・マ ー ケ テ ィング ・システムが確 立 され てい

る場合,ロ ー カ ル ・プ ロ ダ ク シ ョ ン ・シ ステム の生産 規模 は必 ず しも現地市

場規模 に規定 され ないで済 む とい うメ リッ トを も持 ってい る ことに注 目され

た い。
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R&D面 での国際化 と複数本社制

近年の米国 を始 め とするACで の現地生産活動 は現地でのR&D活 動 の

活発化を促 してお り,か つ,可 能 としている。現地でのR&D活 動は生産拠

点の設立 ・運営 に密接 にかかわってお り,当 初は現地市場への的確な浸透の

ためのR&Dと してスター トするが,そ の後 は現地でのR&D資 源の一層

の有効利用を目指 して,そ のR&Dの 対象領域 を,製 品面では,商 品化研究

から基礎研究へ と深めるとともにs生 産面で も,個 々の装置,設 備か ら生産

システム全体のR&Dへ と拡大 している。

さらに,今 日では,ユ ーザーを織 り込んでの生産 ,販 売システムの構築 も

進んでいる。この傾向はACほ ど強 く見 られるが,今 後,DCを も織 り込 んで

の世界的なR&Dネ ットワーク化が進行することは疑問の余地がない
。

R&Dに 関 して言 うと,日 本企業の場合 ,こ れ まで主 として技術先発 国か

らの製品面,生 産面での技術導入 に依存 してきたため,そ のR&Dは 自主開

発 という特性 を欠 いていた。

しか し,今 日,日 本企業 にとって自主開発体制の確立は最大の急務 となっ

ている。日本企業のACで の生産拠点の設営 は現地でのR&D拠 点の設営 を

促 しているが,現 在,先 駆的な日本企業は日本国内において自主開発体制の

確立に努力すると同時 に,自 主開発のためのR&D風 土 とR&D資 源 に恵

まれている上記のACで のR&D拠 点 を活用 して,自 主開発体制の一層の強

化 を図ることを試みている。

日本企業のR&D拠 点の世界的配置 とそのネ ットワーク化はようや く緒

についたばか りであるが,こ のことによって,日 本企業のR&D体 制 は新 し

い展開 を示すことになろう。

また,そ れ と同時に,R&D拠 点の世界的配置は現地の自己完結性 を強め

ることにもつながってお り}複 数本社制への道 はさらに一段 と近 いもの とな
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る 。

財務面の国際化と複数本社制

財務面の国際化 は事業活動が国内に限定 されている場合 において も,あ る

程度の進展は可能である。 しか し,事 業活動が世界的規模で展開される過程

で,財 務活動の国際化はさらに進展することになる。特に,資 本,金 融市場

が高度 に発展 したACで の事業展開は財務活動の国際化 に大 きく寄与 してい

る。

商品輸 出段階において も,ACを 軸に現地販売子会社が設立,運 営 される段

階に入 ると,財 務活動の国際化が必要 となると同時に,か つ,可 能 となって

い く。 さらに,生 産面の国際化が進展 し,現 地生産子会社が設立 ・運営 され,

現地 に定着する過程で,財 務活動の国際化はさらに大 きく進展することにな

る。

日本企業の販売,生 産,R&Dを 並行 させての世界的規模での事業活動の

展開に伴 って,国 際レベルでの資金の調達,運 用問題 為替 リスク ・ヘッジ

の問題,さ らには,タ ックス ・セイビングなどの問題が提示され,こ れに対

応 して,先 駆的な企業において,資 本市場,金 融市場の発達 した国々を中心

に財務拠点の世界的配置 とそのネッ トワーク化が図られている。海外金融子

会社の設立 ・運営 もその一環 としてなされている。海外金融子会社 は持株会

社 として も機能 し得 るものである。

本社の財務部門は世界的規模での資金調達を担当し,国 内 ・海外の事業部,

子会社への資金供給を行 うと同時に,為 替 リスク・ヘ ッジ,お よび,タ ックス ・

セイビングを織 り込んでの運転資金の管理 を担当する役割 を演 じている。

上記の運転資金の管理 に際しては,そ のための専門的知Ry情 報,さ らに

は,技 術,ノ ウ ・ハウが集積可能 な本社財務部門にそのための権限が集中す

る傾向を強めてお り,そ の場合,本 社財務部門からの国内 ・海外の事業部,
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子会社への本社財務部門か らの指令が一般的になるため,そ の指令 に基づ く

事業部,子 会社の事業利益の変動分に対 して,指 令 を出 した本社財務部門が

責任 を取 るという形で,本 社財務部門のプロフィッ ト・センター化が進行 し

ている。 しか も,こ のプロフィット・セ ンター化 した財務部門が地域本部制

を採 る方向で動 いてお り,こ れ もまた,複 数本社制採用への支援材料 となっ

ている。

人事 ・労務面の国際化 と複数本社制

日本企業の人事 ・労務面の国際化はその国際化の中で もっとも遅れた部分

となっている。

前述 したように,日 本企業の国際化は当初販売面での国際化 を軸 として展

開され,本 社,生 産拠点,R&D拠 点,財 務拠点のほとんどすべてが 日本 に

集中 しているというきわめて偏 った形で展開されたため,国 際化が喧伝 され

る割 にs人 事 ・労務面では見 るべ きものはなかった と言 うことがで きる
。そ

こでは,企 業の構成要員の うち,ほ とんどす球てが 日本に住んでいる日本人

で占められていると言 うのが実状であった。

もとよ り,販 売面の国際化 も現地販売子会社が設営される段階に入 ると
,

商品輸出段階であっても,日 本人社員の現地常勤体制の整備 ,現 地人 セール

スマン,ク ラークの採用 といった形で,人 事 ・労務面の国際化 もある程度 ま

で進行 するが,全 体 に占める割合 は微々たるもので しかなかった
。

その後,生 産面での国際化が一気 に活発化 し,現 地生産子会社の設営 と規

模の拡大が進行する中で,海 外に常駐 する日本人社員の所属職種,お よび,

現地人の採用職種 も販売か ら,生 産,財 務,R&Dへ の広が りを見せ,し か

も,現 地子会社のマネジメン ト層の本社における地位 も次第 にアップしてい

く傾向が強 まっている。

それに加 えて,日 本で勤務す る外国人社員の数 も次第に増加する傾向 にあ
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り,日 本企業の人事 ・労務の国際化は一気に高 まり,か つ新 しい次元に入っ

た と言 うことがで きよう。複数本社制への道はこの人事 ・労務面の国際化の

進展を通 してさらに一歩近づ くことになる。

複数本社制それ自体の必要性

複数本社制 は,当 然の ことなが ら,そ の企業 において,本 社 と呼ばれる存

在が一つ(以 下,単 一本社制 と呼ぶ ことにする)で はな く,複 数存在するこ

とを意味 している。 このことは 「日本の企業であるか ら本社が日本 にあるの

は当然」 という常識的な見方か らの脱皮 を意味 している。

今 日,日 本企業 は企業環境の構造的変化 とも言 うべ き重大や変化に直面 し,

その適応 に全力 を傾注 している。 日本企業が直面 している企業環境の構造的

変化 としては,1)急 激かつ大幅な円高 とその恒常化,2)世 界的規模での

対 日輸入規制,3)AC,DCを 包摂 しての販売,生 産,R&D,財 務活動の

本格的展開 とそれをめ ぐる政治,経 済,社 会,文 化各面での摩擦 とい う重大

な問題 との遭遇,4)NIESの 急激 な台頭 と追い上げ,5)海 外からの内需

の拡大要求 と市場開放要求,6)内 需の掘 り起 こしと内需の個性化,高 度化,

多様化の進展,7)自 主開発体制の確立,強 化などが挙げられる。

ここで注意 しておきたいのは,こ れ ら企業環境の構造的変化は,直 接,間

接に国際 レベルで生起 してお り,そ れへの対応 も当然国際レベルで行われる

必要があるということである。前述 した環境変化 は何の前触れ もなく,突 如

現れた という性格の ものではな く,1960年 代末 までの日本企業の成長戦略に

内在 しているものであ り,成 長戦略それ自体 の注意深い考察 を通 して十分 に

予測可能であっただけに,こ れ らの企業環境 の変化は自ら招いた もの と言 う

ことがで き,そ の対応は遅 きに失 した と言って過言ではない。

これ まで,日 本企業 は様々な問題 に直面 し,そ れを受身で,か つ,そ の場

その場 で解決するというや り方で実に見事 に事態を切 り抜けで きた と言 うこ
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とができるが,こ こまでその影響力を巨大化 してきた日本企業に とって
,こ

れ までの場 当 り的な適応 は国際的にみて大いに問題のあるところであ り
,そ

こでは,受 身ではな く,能 動的に,ま た,そ の実力にふ さわ しい理念
,フ ィ

ロソフィの確立 と新 しい企業経営のあ り方の創出が強 く要求 され ることにな

る。

複数本社制はその基本的一環 としてクローズ ・アップされていると言って

よい。 日本企業の国際化は,究 極的には,本 社立地の世界的基準 に基づ く再

検討 と複数本社制の採用,さ らには,こ この地域本社および子会社の現地 に

おける受け入れ と市民権の確立が問題 となろう。 この各地域本社の現地 にお

ける市民権確立の必要性は米国系,西 欧系MNC(Multi-nationalCompany

の略称)と は比較 にならぬほど困難であると言 うことができる
。 このことは

日本企業が欧米企業 を軸 として確立済みの体制,制 度 ,お よび,秩 序に対す

る挑戦者 として見なされていることと無関係ではない。

日本企業が現地での市民権 を確立するためには,現 地に定着 し,現 地の利

益 を最優先するといった見せかけではない理念 とそれに裏打ちされた行動が

不可欠である。その場合,こ れ まで と同様に,日 本本社が一元的な指令 セン

ター として機能するというマネジメン ト・システムでは対応 しきれるもので

はない。

幸いにして,日 本企業 においては,今 日,販 売立地に続 き,世 界的基準に

基づ く生産立地,R&D立 地,財 務立地の見直 しと世界的配置 ,お よび,そ

のネッ トワーク化が進展 し,さ らに,そ れを土台 として,本 社立地の世界的

基準 に基づ く見直 しが議題にのぼるとい う段階に達 している。

本社立地が具備すべ き条件 としては,そ の主たるもの として,1)現 地国

がカバーし得 る市場規模,2)現 地国が提供 し得 る企業経営上の様々な利点
,

3)現 地国の政治的,経 済的,社 会的安定度,4)現 地政府の対外的交渉力
,

5)現 地国の情報の受信 ・発信基地 としての適格性 を挙げることができよう。

近年,日 本 も世界での有数の好条件 を備 えた本社立地 としての位置づけを
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確立 しつつあるが,米 国,ECも また,本 社立地 として素晴 らしい条件 を備 え

ている。その上,米 国,ECは ともに日本企業が土着化 し,そ こでの自己完結

を図る条件 を十分に具備 していると言ってよい。

今後,日 本企業が 日本立地 はもとよりの こと,本 社立地 としての適格条件

を十分に満たしている米国,EC立 地 を加 えて,そ れぞれ自己完結性を確保 し

た複数本社制 を採用することが不可欠 となる。

ここで注意 しておきたいのは,先 駆的な日本企業が採用しようとしている

複数本社制は日本企業のこれ までの成長戦略の延長線上で問題 とされている

ことである。今 日,グ ローバ リゼーションとローカリゼーションを合体 した

グローカ リゼーションとい う用語が流行 しているが,グmバ リゼーション

とローカリゼーションは二律背反的な内容 を持ち,容 易 に融合 し得ない もの

である。米国において,ワ ール ド・エンタープライズ(世 界企業)と いう名

称がマルチナショナル・カンパニー(MNC)と いう名称 にとって替わ られた

背景には,ロ ーカ リゼーションを推進 し,個 々の国での子会社,さ らには,

これ らの子会社 を地域的に統括す る地域統括本社の自律性 を重視するとい う

方向づけが認 められるが,米 国系MNCの 場合,MNCと いう名称 にもかかわ

らず,米 国本社による中央集権体制が目立ってお り,ロ ーカリゼーションは

中央集権体制の枠の中で問題 とされているに過 ぎないことに注 目されたい。

だからと言って,日 本企業の場合 もそれで良い ということにはな らない。 口

本企業の場合,米 国企業 とは異なった新 しいや り方が要求 されよう。

前述 した ように,本 社立地の有力候補である米国,ECの いずれをみて も,

その経営風土は日本のそれ とは大 きく異なってお り,た とえば,米 国企業が

EC諸 国で事業活動 を行 う場合 と日本企業がECで 事業活動 を行 う場合 では,

事情 は大 き く異なると言わざるを得ない。米国,EC各 国の経営風土 はそれぞ

れ大 きな違いがあるとは言 うものの,そ れ らの間には,日 本の経営風土 とは

比較 にならぬほどの共通性が確保 されている。そこでは欧米企業を軸 にして

確 固たる体制,制 度,秩 序が確立済みであ り,日 本企業 はそれに対するイン
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べ一ダー㍉ エー リアンといった扱 いに晒 され る可能性 はきわめて大 である
。

ECで 事業活動を行 う米国企業でさえ,ECで の市民権 を得 ることはきわめて

困難であ り,す でに50年 以上 もECで 事業活動を行っているフォー ド社 でさ

え,な お加盟で きない業界内でのい くつかの団体があ り
,完 全 に市民権 を確

立 しているとは言えない。現地で市民権 を獲得することはさほ ど難 しいもの

であることを銘記する必要がある。

日本企業が世界的規模で事業活動 を展開 し,か つ,維 持 してい くためには,

それぞれの地域統括本社が統括地域での徹底 したローカ リゼーションと市民

権 を獲得することはもっとも基本的でかつ絶対的な条件である
。 ここで留意

してお きたいのは,こ の市民権の獲得 は日本企業に とって最優先課題 であ り
,

時 には,個 々の地域統括本社のネ ットワーク化によるシナージーを犠牲 にし

てさえも達成 されねばならない課題 と言 える。

この ことはいかに強調 して も強調 し過ぎることはない
。 もとよ り,こ の こ

とを強調すればするほど,企 業の本質 を無視 した議論 という批判が聞 こえて

くる。 しか し,筆 者は決 して企業の本質 を無視 している積 もりはない
。地域

本社を設置 した地域毎 に自己完結性 を確保す ることは地域本社が自律性を確

保 し,市 民権 を獲得するための基本的条件であるが,こ こで注意 してお きた

いのは,日 本企業が地域毎の自己完結性 を確保するための きわめて有効な手

段 を残 していることである。

筆者はすでに敗売面の国際化 に言及 し,そ の国際化が大 きく進展 している

ことを指摘 したが,日 本市場に対す る丹念 な掘 り起 こしに比較 して
,そ れだ

けの掘 り起 こしを行 っている地域 ないし国別市場 はなお存在 しないという意

味では,な お不十分であ り,生 産面,R&D面 の国際化 は活発化 している と

は言え,一 層不十分な水準 に留 まっているということである
。地域統括本社

がその地域での自己完結性 を確保 するためには,現 地市場の一層の掘 り起 こ

しと現地市場 を対象 とした製品開発か ら生産,販 売 までの一貫体制の整備が

不可欠であ り,か つ,可 能であるとい うことである。
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その意味では,日 本企業の複数本社制はその名 に値 しない未熟 な段階にあ

ると言わざるを得 ない。 しか し,今 後,日 本企業の現地市場の丹念な掘 り起

こしはさらに進行す ることは明 らかであり,そ れに伴 う現地でのR&D一 生

産一販売の一貫体制 は日本同様 に整備 されることになることは疑問の余地が

ない。その段階での日本企業の複数本社制は様変わ りの ものとなろう。

しか し,個 々の地域本社の自己完結性 を確保 した複数本社制では,企 業全

体の一元性,統 合性が大 きく損なわれることになるため,日 本企業 としては,

その統合性 をいかに維持するのか とい う問題が残 る。 ここでは,日 本企業が

その統合性 を確保 し得るぎ りぎりの枠の中で,ど こまで各地域本社,さ らに

は,国 別子会社の自律性 を碓保 し得 るのかの見極 めが必要 となる。

ここでは,統 括本社ない し総本社の各地域本社及び子会社の統括水準 をど

こまで低め得 るかが最大の問題 となろう。米国系,EC系MNCの 場合,そ の

統括水準 はきわめて高いが,個 々の国が自決権 を確保 しつつある今 日,こ の

統括水準をどこまで低めることがで きるかが最大の課題 となろう。
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